
取締役社長 CEOの宮永です。
2015事業計画の推進状況について説明します。
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2016年度第2四半期は3年間の経営計画である2015事業計画の折り返し
地点になりますので、2016年度の見通し、2015事業計画の中間評価、
2015事業計画後半期の推進計画について、説明します。
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最初に、2016年度の業績見通しについて説明します。
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円高、防衛・宇宙を除く各ドメインでの売上減及び交通・輸送ドメインでの
民間航空機・商船の個別要因による損益悪化等により、2016年度の受注、
売上、営業利益を下方修正しました。純利益については、アセットマネジメ
ントの推進状況を織り込み、1,000億円を据え置いています。

交通・輸送ドメインについては、期初から厳しい状況になると想定していた
ため、エネルギー・環境、機械・設備システムドメインで挽回することを考え
ていましたが、見通しを下方修正することとなり、対応策が少し足りなかっ
たと感じています。
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2016年度のドメイン別売上・営業利益の見通しについて説明します。

エネルギー・環境は1,800億円台の営業利益を目指しましたが、火力、化
学プラントにおいて一部工事の進捗が遅くなったことを踏まえ、下方修正し
ました。下期以降の挽回策については後ほど説明します。

交通・輸送は営業利益を大きく下方修正していますので、次のページにて
詳しく説明します。

防衛・宇宙は上方修正していますが、概ね前回計画通りです。

機械・設備システムは鉄鋼およびオイル＆ガス市場の停滞が長期化して
いることなどを受け、製鉄機械、コンプレッサの売上、営業利益を下方修
正しましたが、その他の部分は概ね計画通り進捗しています。
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2016年度の交通・輸送ドメインの営業利益見通しを下方修正した要因につ
いて、説明します。

2015年度の営業利益は、為替が1ドル120円程度の円安だったこともあり
545億円でしたが、2016年度は円高が1ドル100円程度まで進んだことに加
え、民間航空機でのボンバルディア向けおよびボーイング向けB777の減
産、ボーイング向けB787の契約価格漸減分対応のコストダウン未達、商
船でのコストダウン目標未達、MRJでの初飛行後の課題対応による開発
費増加などにより、前年度実績から約△800億円、1Q決算発表時から
△450億円の減益となる見通しです。
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続いて2015事業計画の中間評価として、2015年4月から2016年9月までの
2015事業計画前半期の成果と課題について、説明します。
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2006事業計画から2012事業計画までの各事業計画の期間の平均値と
2015年度実績、2016年度見通しの受注、売上、EBITDA、営業利益などの
推移をグラフで示しています。

前半期の成果として、構造改革、ポートフォリオ経営およびM&Aの推進に
よって受注、売上、営業利益、EBITDAなどの底上げを達成することができ
ました。売上は2016年度に入り少し減少傾向にありますが、受注の増加は
続いており、2017年度以降の売上は伸びていくと考えています。

一方、民間航空機・商船事業の大幅収益悪化や円高定着、市場減速と競
争激化などの全般的収益圧迫要因の顕在化が課題です。また、純利益面
の課題として、客船損失と構造改革費用により目標未達となっている部分
を早期に改善する必要があることから、更に一歩踏み込んだ対策を推進
します。
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2015事業計画の各種施策の進捗と課題について、説明します。

このページでは、2015年事業計画策定時の施策と2015年度3Q決算時に
公表した追加補強の施策を掲載しています。

「リスクマネジメント体制の見直し」「製品事業の選択と集中」「アセットマネ
ジメントの推進」など当社が主体的に行動できる施策については、順調に
進捗しています。

一方、民間航空機と商船の事業環境悪化、主要合弁事業のPMIの遅れな
どが課題となっています。PMIでは設備・人の有効活用・効率化、SCM
（Supply Chain Management）の合理化などの進捗が遅れています。また、
海外市場における円高定着、市場減速、競争激化等の収益圧迫要因が
顕在化し、それらへの対応が急務となっています。
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2015事業計画の中間評価に関する説明は以上です。

ここからは、2015事業計画の目標達成に向け、2016年度第3四半期以降
に推進する計画の概要について説明します。
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2015事業計画後半期の推進計画の全体コンセプトを説明します。

円高など収益圧迫要因の顕在化、Tier1顧客の事業環境悪化や鉄鋼・オイ
ル&ガス市場の停滞が継続しているなど、外部環境は当社にとって良くな
い状況にあります。それに対して、2015事業計画の施策推進状況は、自ら
統制可能な施策は着実に進めているものの、一部PMIに遅れが出ており、
また外部環境変化に追いついていないことから、更に一歩踏み込んだ迅
速な対策が必要との結論に至っています。こうした状況を踏まえ、後半期
の推進計画を策定しました。

実施が容易な施策よりも、短期と中期の収益改善に顕著に効果が期待で
きる施策から取り組みます。また、リスク予防や発生リスクの損失最小化
に加え、組織・設備・資産・人材の活用加速を図るとともに、これらを促進
するため大幅に組織を再編します。

主要施策については、次ページ以降で説明します。
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まず、「組織/体制の見直し」について、説明します。

2017年4月以降、現状4つのドメインを「パワー」「インダストリー＆環境・社
会システム」「航空・防衛・宇宙」の3つのドメインに組み替え、製品事業も
再編します。

交通・輸送ドメインは、シナジー発揮のため発展的解消を図ります。航空
機エンジンはターボマシナリー事業としてのシナジー発揮のため「パワー」
へ、船舶エンジニアリングは事業会社が多く、事業再建が得意な機械・設
備システムが主体の「インダストリー＆環境・社会システム」へ移管しま
す。交通システムは、エンジニアリングのグループシナジー発揮のため「イ
ンダストリー＆環境・社会システム」へ移し、民間航空機は「航空・防衛・宇
宙」へ移管します。

「パワー」は、大型BtoBビジネスが中心で電力、資源分野全体に展開して
いる事業をまとめています。最も規模の大きいMHPSの手掛ける火力発電
プラント、PWPSの航空機転用ガスタービン、航空機エンジン、コンプレッサ
の4つをターボマシナリー事業としてまとめて強化し、GEやSIEMENSなどの
海外競合先に対抗していきます。
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原子力事業は、現在、国内原子力発電所の再稼働支援のため非常に忙し
い状況にあります。電力関連の事業ではありますが、一方、ターボマシナ
リーとは事業特性が異なるため、長期的な事業のあり方については、今後
検討が必要だと考えています。

「インダストリー＆環境・社会システム」は、多様な中規模製品事業会社の
集合体とし、ポートフォリオ経営を徹底します。化学プラントは、エンジニア
リングのシナジー発揮のため「インダストリー＆環境・社会システム」に含め
ますが、「パワー」のガスタービンコンバインドサイクル発電や石炭焚プラン
トとのシナジーも発揮できるように取り組みます。

「航空・防衛・宇宙」は、現在事業規模は全社の2割程度ですが、長期育成
型事業として経営強化を図ります。MRJは、CEO直轄体制とし、全社支援を
行いながら、開発を進めます。民間航空機のTier1事業についても抜本的
生産性改善を図ります。

シナジーを発揮し、ポートフォリオ経営を上手く進めることで、「パワー」「イ
ンダストリー＆環境・社会システム」の売上、営業利益を大きく伸ばしつつ、
長期育成型事業である「航空・防衛・宇宙」を着実に前に進めていくことに
より、当社グループの経営は中期的に最も安定すると考えていますので、
早期に組み替えを進めます。
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民間航空機事業の改革を進めるにあたり、Tier1事業の現状について説明
します。

円高による為替影響、契約価格漸減や減産等を克服するコストダウンが
達成できなかったことにより、2016年度の営業利益見通しが2015年度から
悪化する見込みであるため、生産性の抜本的改善による早期の収益改善
が必要です。生産ライン改善の加速や固定費削減・生産拠点再編を含め
たサプライチェーン改革を迅速に実施します。
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続いて、民間航空機事業改革の打ち手と営業利益への期待効果につい
て説明します。

名古屋にある大江部品工場は老朽化により改善対策の効果がでないた
め、広島工場と神戸造船所に一貫生産ラインを新設するとともに、広島、
小牧（名古屋）、下関などに点在している生産拠点をIoTと量産データの活
用により効率化することで、社内製作費用の削減を図ります。

これらにより社内/社外の製作費用を最適化するとともに、従来、民間航
空機の部門だけで担ってきた調達のあり方を見直し、シェアードテクノロ
ジー部門のバリューチェーン本部へ移管することで、サプライチェーン全体
を再構築し、外部製作の請負費用および調達費用削減を図ります。
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MRJの開発、量産化準備の現状について、説明します。

日本、米国におけるテスト飛行は本格化しており、型式証明取得に必要な
確認作業と技術資料作成に要員と時間を費やしているほか、発生してい
る各種変更に対応しています。これらの作業を通じて一部経験不足が顕
在化したため、型式証明関連作業経験者を米国で増員していますが、顧
客にとって最も良い、事業性の高い航空機を製作するためにはどうするか、
スケジュールを含め精査・検討中です。

一方、量産化準備については、各工場の生産分担と初期工場設備の基本
的な検討は既に終了しており、事業化に向けたカスタマーサポートシステ
ムの詳細検討等を進めています。また、主要な購入品サプライヤーの納
期やコスト等について交渉・確認を継続しています。
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MRJの今後の対応について説明します。

MRJの開発は最終ステージに入っていますが、課題整理と対応策の着実
な推進が必要な状況です。現在、型式証明取得から初号機納入までのス
ケジュールと費用の再精査をしているほか、量産ステージ移行のためのス
ケジュールと推進体制を検討中です。

1つの事業部門の対応レベルを超える大型で複雑な事業開発プロジェクト
になってきたため、全社経営資源を活用し、長期的に育成する体制に移行
するべく、CEO直轄のMRJ事業推進委員会を設置し、緊急重要事項の迅
速な決定を行っていきます。
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ここから主力事業の強化施策について、説明します。1点目は、主力合弁
事業のPMI加速です。

当社の売上、営業利益を支えている3つの主力合弁事業は、事業規模が
多い順に三菱日立パワーシステムズ（MHPS）、三菱重工フォークリフト＆
エンジン・ターボホールディングス（M-FET）、Primetals Technologies（PT）
があり、これらのPMIの進捗状況を説明します。

MHPSにおいては、人材交流や賃金体系統一などは順調に進捗していま
すが、販売・一般管理費などの共通費用の削減と拠点の集約に遅れが生
じているため、着手済の海外拠点集約を加速するほか、また国内拠点に
ついても海外競合先に負けないために機能や製品機種の再編/集約を推
進します。

PTでは合弁会社立上げ後の要員削減は予定通り進捗していますが、鉄
鋼不況の長期化により需要が減少していることから、更なる組織のスリム
化が必要な状況です。海外エンジニアリング部門の再編/集約などによっ
て効率化を図るほか、制御システムやソリューション事業の対象拡大によ
り付加価値増加を目指します。

M-FETではフォークリフト事業の統合は順調に進捗していますが、推進を
加速するよう指示をしています。
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主力事業の強化施策の2点目、「選択と集中」の更なる推進について、説
明します。

2015年度までにユニキャリアホールディングス（株）の買収や日立製作所
との火力発電システム分野での合弁会社設立などにより売上が大きく増
加したほか、7件の持分法対象会社となる合弁会社設立、6件の譲渡・撤
退を実施しました。

2016年度は不動産事業の一部売却、射出成形機の合弁会社を設立しま
した。同時に、客船損失およびSONGSリスクへの対応や複数の大型事業
のPMIを進めていたため、さらなる大型M&Aの機会はありませんでしたが、
2017年度以降はさきほどのリスク案件が収束し、現在進行中のPMIがピー
クオフすることから、主力事業強化や中堅事業の成長に必要なM&Aを推
進していきます。また、当社グループ単独では成長が難しい事業の合弁会
社（持分法対象会社）設立や事業譲渡を加速します。
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続いてアセットマネジメントの更なる施策について、説明します。

これまで、コア資産、ノンコア資産という意識の薄いまま、各地に土地や不
動産を多く保有していましたが、事業構造の変革に伴い不要と位置づけら
れる資産が多く出てきました。

2015事業計画では、保有資産は「事業並びに企業の競争力強化に必要な
資産」「グローバル競争に伴う万一のリスクに備えた資産」というコア資産
に限るとしており、資産価値および収益性の向上を実現していきます。

ノンコア資産は保有リスクの排除を進めるとともに、価値の最大化および
流動性向上を推進するべく、売却等によるキャッシュフロー創出を図りま
す。
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コア資産の活用に関する具体例として、第一田町ビル建替えの概要につ
いて説明します。

当社グループ会社の田町ビル（株）が保有している第一田町ビルは築50
年を超え老朽化しているため、隣接地権者と共同で公共貢献機能を有す
る地上150メートル規模の高層ビルに建替えます。利便性向上、延床面積
増加により、建物の収益性の大幅な改善を図り、当社グループ資産の戦
略的活用拠点とします。
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次にノンコア資産に関する事例を紹介します。

建設事業、工場・施設管理事業、エステート事業を担う当社グループ会社
の菱重ファシリティー＆プロパティーズ（株）のうち、賃貸、分譲、ホテル経
営などを行うエステート事業は、当社グループに強みがある部分ではない
ため会社分割し、当社の中小規模の遊休資産と合わせ菱重プロパティー
ズ（株）を設立し、その会社の株式70％を西日本旅客鉄道（株）へ譲渡する
ことで、譲渡価格約970億円のキャッシュフローを創出することになりまし
た。

当社は菱重プロパティーズ（株）の株式30％を保有することで、西日本旅
客鉄道（株）とのシナジー創出を支援し、持分見合いの利益が得られるこ
とに期待しています。

当社の保有する他の資産についても、アセットマネジメントの中で検討して
いきます。
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2015事業計画の後半期推進計画の主要施策の最後に、グローバルマ
ネージメント拠点の整備について説明します。

グローバル本社機能を2018年度下期に丸の内地区に集約し、業務の整
流化、高度化を進めるとともにグローバルマネージメント強化を加速します。

丸の内地区に集約したグローバル拠点機能以外の部門は、アセットマネ
ジメントの観点から品川、横浜、田町の首都圏拠点の中で、機能別集約と
再編を推進します。
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まとめとして、収益構造の短期改善イメージについて、説明します。

2016年度の営業利益見通しは、2Q決算時に為替影響、売上減少、民間
航空機（Tier1）のコスト低減未達成、MRJの開発費増加、商船の損益悪化
などにより3,300億円から2,400億円に下方修正しました。これに三菱自動
車工業（株）を中心とした持分法投資損失、為替差損益など営業外損失が
△600億円あり、経常利益見通しは1,800億円になる見通しです。

2017年度には2016年度の一過性損失である営業外損失が回復するほか、
商船は12ページ、MRJは16ページの対策を取ることで2016年度営業利益
下方修正額の最低60％を回復したいと考えています。民間航空機（Tier1）
は14ページの対策を実施することで早期回復を図るほか、その他の主力
合弁事業のPMI加速、「選択と集中」の更なる推進、アセットマネジメントの
更なる促進などによる改善が全て実現できた場合、大幅な損益改善が見
込めると考えています。最大限の努力をしてまいります。
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最後に、収益構造の中期改善のコンセプトについて、説明します。

為替に関わらず5兆円の事業規模を維持できるよう主力事業を強化するこ
とで事業規模の安定を図ります。また、サービス、ソリューションの提供に
より高付加価値化を進め、事業内容を強化するとともに、組織・体制の効
率向上により費用を低減し、粗利益の増大図ります。増加した粗利益に販
売及び一般管理費の削減が加わることで営業利益が増大するほか、事業
リスクマネジメントを強化することで営業外損益/特別損益が改善し、純利
益が増大するということが全体のコンセプトです。

なお、2017年度および中期改善のイメージについては、定量的な分析・評
価を進めており、3Q決算時を目処に纏めて説明する予定です。
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以上で私の説明を終わります。
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